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あれば 51mm，それ以外は-57mm に解を置き換えた．また，現状では測定終了後にオフラインで接触位置

を求解しており，リアルタイム処理化が今後の課題である． 

 

   

図 10 走行試験時における接触位置の求解手順 

 

3．実車両を用いた走行試験による妥当性検証 

 

3.1 試験条件および測定項目 

図 10 で示した接触位置連続測定手法の妥当性を検証するため，鉄道総研の所内試験線（曲率半径 160 m

および 100m の 2 曲線で構成）にて，車輪がレールに乗り上がる条件を含む接触位置測定試験を実施した．

供試車両は鉄道総研所有の在来線試験車両（軸重約 80kN）で，進行方向第 1 軸に接触位置測定用 PQ 軸を

組み込んだ（図 11(a)）．車両条件は，通常の空車状態（以下，通常条件）と，軸ばねライナー量や LV 棒

長さの調整によって外軌側輪重が小さくなるように 50%程度の輪重アンバランスを設けた状態（以下，ア

ンバランス過大条件）の 2 種類とした．主な測定項目は，内外軌の各種ブリッジ出力と，車輪回転角，カメ

ラ映像（HD 画質，30fps）である．同 PQ 軸では片側車輪につきブリッジを 12 回路（計 48 極）構成してい

ることから，新連続法用エンコーダ付スリップリング（20 極）ではエンコーダパルスのみを取得し，ブリッ

ジ出力はすべて無線送受信機を用いて測定した（図 11(a)）．また，車輪回転角はエンコーダパルスのカウ

ントをアナログ出力に変換して，同無線機にて同期測定した．無線機のサンプリング周波数は 1024Hz とし

た．カメラは車輪後方において，台車枠から伸ばした治具に取り付けた．進行方向前側の台車枠には，後述

の塗料噴射で使用する塗料噴射装置を取り付けた（図 11(b)）． 

試験前後に測定した車輪踏面形状は設計形状と一致したことから，本件では設計形状における踏面座標

を用いて接触位置を求解した．以下では，内外軌の測定値に対してそれぞれ「A」，「B」を付記して区別

する． 
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(a) 輪軸周辺 (b) 塗料噴射装置 

図 11 所内走行試験時の仮設状況 

 

3.2 通常条件における接触位置測定例 

通常条件で最高速度 30km/h で走行した際における接触位置測定波形を試験線の線形とともに図 12 に示

す．図 12(a)，(b)がそれぞれ外軌，内軌の測定波形，図 12(c)が R160 曲線中における外軌側の拡大波形を示

している．図 12(a)に示すように，曲線通過中の補正接触位置（図中の黒線）には急曲線走行に伴う車輪／

レール接触位置の前後方向の移動や，校正時における接触変数の測定誤差に起因すると考えられる±5mm

程度の周期的変動が認められた．この変動は車輪一回転（約 2.5m）周期で認められたが，カメラ映像では

車輪／レールの相対位置に顕著な変化は認められなかったことから，同変動は実現象とは異なると考えら

れる．このため，図 12 ではウィンドウ幅 2.5m の中心化移動平均処理により同変動を除去した波形（下付

き文字 mov を付記．以下，移動平均接触位置）を赤線で併せて示している．補正接触位置は，試験区間で

連続的に得られており，曲線では外軌側がフランジ方向，内軌側が反フランジ方向へ移動していることが

確認できた．また，25m 周辺の片開き分岐は背向で基準線側を，150m 周辺の片開き分岐は対向で分岐線側

を通過しており，いずれも補正接触位置はクロッシング通過時に急峻に変動した．なお，内軌側の 200m～

240m付近では周辺と比較して接触位置が反フランジ側となっているが，これは当該区間では摩耗した 50PS

レールが使用されており（他区間は 50N レール），接触状態が異なっていたことが要因と考えられる． 

一方，移動平均接触位置は，クロッシング通過時の急峻な変動は確認できないものの，軌道変位による緩

 

 

(a) 外軌側 

 

(b) 内軌側 

 

(c) 外軌側の拡大波形 

図 12 通常条件における接触位置測定波形 

分岐器 分岐器 R160 R100 
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やかな接触位置変化は確認可能で，補正接触位置に認められた周期的変動は除去されていた． 

各曲線通過中の外軌側移動平均接触位置は 32mm 程度で推移し，400m 付近のレール継目近傍（図 12(c)

参照）や 600m 付近（R100 の出口側緩和曲線内）においても最大 35mm と，いずれもフランジのど部での

接触にとどまった．なお，直線区間における接触位置変化は，軌道変位によるものと考えられる． 

 

3.3 開発手法の妥当性検証 

車輪踏面に吹き付けた塗料が，レールとの接触により剝離した範囲をカメラ画像から読み取ることで走

行中の接触位置を連続的に直接測定し，移動平均接触位置と比較することで開発手法の妥当性を検証した．

ここで，開発手法では車輪／レールの接触面内における荷重中心位置が得られる一方で，塗料による接触

位置の直接測定では塗料の付着領域と剥離領域の境（以下，剝離座標）しか得られないため，フランジ側と

反フランジ側の剝離座標間のどの位置が荷重中心となっているかを連続的に特定するのは難しい．そこで，

本件では各剝離座標，および剝離座標間の中心（以下，接触中心）と移動平均接触位置を比較した．なお，

剝離座標は，カメラ画像を 2 値化処置し，塗料の付着領域と剥離領域の境をプログラムにより自動探索す

ることで取得した．比較区間は塗料剝離が明瞭となる曲線中とした． 

図 13 に外軌側の剝離座標を，同時に測定した移動平均接触位置とともに示す．アンバランス過大条件に

て，走行速度を約 5km/h とし，外軌側車輪に初めて塗料噴射を行ったときの結果で，同図で示した剝離座

標は 2.5m の移動平均処理値である．なお，同測定では沿線の草木により一時的に遮られたことで剝離座標

の探索に失敗する画像（フレーム）が認められたため，図 13 では同フレームの直前直後のフレームでの剝

離座標の平均値で代用した結果を示している．190m や 470m 付近など一部の箇所で乖離が認められたもの

の，移動平均接触位置はほとんどの区間で剝離座標間に存在していたことから，本手法は妥当であると考

えられる．なお，190m や 490m 付近での乖離はフランジ部と踏面部での 2 点接触，470m や 600m 付近での

乖離は，塗料の剝離が十分でなかったことによる誤検知によるものである． 

図 14 に外軌側における接触中心と移動平均接触位置の関係を示す．剝離座標の誤検知や 2 点接触があっ

た区間を除いて評価するため，図 13 の概ね 210m～460m 区間，および 510m～590m 区間での結果を示して

いる．接触中心に対して移動平均接触位置は概ね±2mm の範囲内で分布したことから，本試験における移

動平均接触位置のまくらぎ方向の測定精度は±2mm 程度であったと考えられる． 

 

 

 

図 13 外軌側の剝離座標と移動平均接触位置 

 

 

図 14 接触中心と移動平均接触位置の関係 

R160 R100 
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3.4 乗り上がり発生時の接触位置測定例 

アンバランス過大条件ならびに通常条件で走行した際における，外軌側の接触高さを図 15 に示す．接触

高さは移動平均接触位置と車輪踏面座標から算出しており，フランジ直線部に相当する範囲（z≒10mm～

19mm）を塗りつぶして示した．接触高さは通常条件では 400m 付近にて最大 8mm 程度とフランジ直線部

に達していないものの，アンバランス過大条件では 250m 付近からフランジ直線部での接触を始め，R160

では完全には乗り上がらなかったものの，R100 の出口側緩和曲線内（595m 付近）では車輪がレールに完

全に乗り上がった． 

以上のように，開発手法により車輪がレールに乗り上がる場合でも接触位置を測定できることがわかっ

た．また，接触高さを用いて乗り上がりの危険性を直接確認できる可能性があることがわかった． 

 

 

 

 

図 15 接触高さの測定例 

 

4．まとめ 

 

本研究では荷重とブリッジ出力の関係から得られるパラメータなどで構成される非線形方程式を解くこ

とを特徴とする車輪／レール接触位置の連続測定手法を開発し，その妥当性を所内走行試験にて確認した．  

今後は移動平均処理前における接触位置測定値の精度向上に取り組むとともに，開発手法による接触位

置測定値を活用した乗り上がり脱線の影響因子解明を進め，将来的には接触位置情報を用いた新たな走行

安全性評価手法の開発に取り組む予定である． 
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新幹線高速走行区間を対象とした 
累積損傷度理論による路床沈下量の推定 

 

伊藤 壱記＊  桃谷 尚嗣＊＊  景山 隆弘＊＊＊ 

中村 貴久＊  川中島 寛幸＃ 

 

Estimation of Subgrade Settlement Using Cumulative Damage Theory 

in High-Speed Sections of the Shinkansen 
 

Kazuki ITO     Yoshitsugu MOMOYA     Takahiro KAGEYAMA 

Takahisa NAKAMURA     Hiroyuki KAWANAKAJIMA 

 

To ensure operational safety and maintainability of railway systems, subgrades supporting slab tracks are 

required to effectively mitigate settlement. Furthermore, a reliable model for estimating subgrade settlement 

is essential to enable higher train speeds. In this study, a calculation model for cumulative settlement was 

developed based on the cumulative damage theory. A full-scale loading test taking into account the effect 

of train speed was conducted, and the predicted cumulative settlement was compared with the observed 

results to validate the proposed approach. 

キーワード：累積損傷度理論，路床，沈下量，有限要素解析 

 

1．はじめに 

 

山陽新幹線（岡山—博多間）以降に建設された新幹線の軌道では，施工の速度が速く，軌道保守の省力化

が可能なスラブ軌道が主流となっている．スラブ軌道は，レール，レール締結装置，軌道スラブおよびてん

充層等で構成されており，レール締結装置とてん充層で高低変位を整正できる．しかし，これらの調整量に

は限界があり，スラブ軌道を支持する構造物に塑性沈下が生じると大規模な補修が必要となる．このため，

東北新幹線（東京—盛岡間）および上越新幹線（大宮—新潟間）までの新幹線においては，基本的には高架橋

およびトンネル区間を除いて盛土や切土等の土構造物上にスラブ軌道は適用されてこなかった．しかしな

がら，施工や保守の効率化のため，土構造物上についてもスラブ軌道を適用することが求められていた． 

そこで，1987 年から鉄道建設公団（現，鉄道建設・運輸施設整備支援機構）と鉄道総合技術研究所にお

いて開発 1）が進められたのが，図 1 に示す「A 形スラブ軌道（以下，スラブ軌道）用のコンクリート路盤」

である．コンクリート路盤は，鉄筋コンクリート版（層厚 300mm）と粒度調整砕石層（層厚 150mm）を組

み合わせた構造である．盛土上におけるスラブ軌道に対する繰返し載荷試験等による検討により，コンク

リート路盤を支持する路床（路盤表面から深さ 3m までの範囲）の地盤反力係数 K30値が 110MN/m3以上で

ある条件において，列車荷重による沈下を十分小さく抑えられ，土構造物上でも問題なくスラブ軌道を適

用できることが確認された 1）．これにより，北陸新幹線（高崎—長野間）以降の土構造物上にスラブ軌道が

適用されている． 

最近では，トンネル発生土等の盛土材料への適用に関する検討や列車速度の向上が盛土に与える影響の

検討が実施されており，盛土の沈下量を推定する手法が求められている．「鉄道構造物等設計標準・同解説
 

＊ 軌道技術研究部 軌道・路盤研究室 

＊＊ 軌道技術研究部 

＊＊＊ 軌道技術研究部 軌道・路盤研究室（現 総務部） 

＃ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
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（土構造物）2）」（以下，土構造標準）の付属資料には，累積損傷度理論に基づく累積沈下量を推定する手

法 3）が記載されているものの，その妥当性の検証については実施されていなかった． 

そこで，本研究では解析および実物大試験を行い，累積損傷度理論を用いた累積沈下量の推定方法の妥

当性を検証することとした．土構造標準では，列車速度による輪重変動を考慮する場合，列車が静止した

状態の軸重（以下，静止軸重）に対して速度に応じた衝撃係数を乗じた値を列車荷重として用いることが

望ましいとされている．本研究では，この考え方に基づき，衝撃荷重を考慮した静的解析による応答値の

算定を想定した．まず，有限要素法による線形過渡応答解析から得られた列車速度と路床に生じるひずみ

の関係に基づき，列車速度に応じた衝撃係数を評価した．次に，現行の土構造標準に従って構築した路床

およびコンクリート路盤の実物大模型に対する繰返し載荷試験（以下，実物大載荷試験）を行った．載荷条

件の設定にあたっては，線形過渡応答解析で求めた路床に生じる動的応答を考慮した．さらに，累積損傷

度理論と静的線形解析をハイブリットさせた推定方法 3）により実物大載荷試験で生じる累積沈下量を推定

し，実物大載荷試験で得られた累積沈下量と比較してその妥当性を検証した．最後に，妥当性を検証した

累積沈下量の推定方法により，新幹線の速度 260km/h および 360km/h における供用 100 年で生じる沈下量

を求め，列車速度が沈下量に与える影響を評価した 4）． 

 

 

図 1 A形スラブ軌道用のコンクリート路盤の構造 

 

2．列車の高速走行時における動的応答の評価 

 

2.1 解析方法 

実物大載荷試験を行うにあたり，盛土上のスラブ軌道を高速で列車が走行する際に生じるコンクリート

路盤下の路床の動的な鉛直ひずみを三次元線形過渡応答解析により求め，得られた解析結果に基づいて実

物大載荷試験の載荷荷重を設定した．新幹線の速度は 260km/h および 360km/h とした．なお，列車速度

260km/h は整備新幹線に対応する速度，列車速度 360km/h は国内で想定される最高速度である． 

図2に載荷荷重の検討に用いた解析モデルおよび物性値を示す．静止軸重は170kN（標準列車荷重H-175）

とした．解析モデルにおける盛土の層構成は，路盤表面から深さ 3m までの路床と，深さ 3m～10m の下部

盛土の 2 層とした．解析モデルの寸法は，軌道長手方向を50m，軌道横断方向を25m（1/2 対称断面）とした． 

鉄筋コンクリート版

粒度調整砕石路床（盛土）

コンクリート路盤

スラブ軌道

150mm
300mm

3200mm

軌道中心3000mm以上

 
（a）全景 

 
（b）拡大 

図 2 載荷荷重の検討に用いた解析モデル（1/2対称断面） 

10m

7m

下部盛土

路床

軌道パッド：60MN/m

60kgレール：E=210000MPa、ν＝0.3

軌道スラブ
：E=35000MPa、

ν＝0.17

CAモルタル
：E=2900MPa、ν＝0.35

鉄筋コンクリート版
：E=35000MPa、ν＝0.17

粒度調整砕石
：E=180MPa、ν＝0.3

路床（深さ3mまで）
：E=67MPa、ν＝0.3

下部盛土（深さ3m-10m）
：E=134MPa、ν＝0.3
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2.2 線形過渡応答解析による列車速度と応答値の関係 

三次元線形過渡応答解析では，列車走行によって生じる路床の動的な鉛直ひずみを評価するため，レー

ル上の節点に列車編成を考慮した連行荷重を与えた．作用させた軸数は，標準列車荷重 H-17 の軸配置で 17

両編成分の 68 軸とした．図 3 に隣接する 2 台車分の軸配置および路床の鉛直ひずみの評価位置を示す． 

図 4 に，三次元線形過渡応答解析における車軸 1 軸に対するレール上の節点への入力荷重の設定方法を

示す．各節点に与える荷重の入力波形は，車軸が隣接する節点の位置に到達した時点で立ち上がり，当該

の節点上で所定の片レールあたりの荷重（85kN）となる．延長 50m のレール上に 100mm 間隔で配置した

すべての節点に対して，この入力波形を適用した．図 5 に入力波形によってレール上の節点に生じる列車

速度 360km/h に対する列車荷重を示す．図 6 に列車速度 360km/h における路床表面の鉛直応力の時刻歴波

形を示す．同図より，路床表面の鉛直応力には台車毎にピークが発生していることが確認された． 

本研究では，コンクリート路盤を構成する鉄筋コンクリート版の設計で用いられている式(1)に示す衝撃

係数の算定式を用いた．式(1)は，動的シミュレーションから求まる動的応答で決定する係数である衝撃係

数 iαと，式(2)により算出される軌道の不整に伴う車両動揺に関する係数である衝撃係数 icから構成される．

速度効果の衝撃係数 iαは，静止輪重で生じるひずみに対する各列車速度で生じるひずみの増加率とした．

表 1 に，三次元線形過渡応答解析で求めた軌道スラブ端部，軌道スラブ中央部および鉄筋コンクリート版

目地部における路床表面に生じる鉛直ひずみと衝撃係数 i を示す．式(1)は，元々，橋梁を設計する際の衝

撃係数の算定式であり，部材のスパン長 Lbを設定する必要がある．車両動揺に関する係数である衝撃係数

  

図 3 隣接する 2台車分の軸配置および路床の鉛直

ひずみの評価位置 

 

図 4 荷重の入力波形のイメージ 

  

図 5 360km/h時の片レールあたりの列車荷重 図 6 360km/h時における路床に作用する鉛直応力 

表 1 路床表面に生じる鉛直ひずみおよび衝撃係数i 

 

2500mm 2500mm5000mm

鉄筋コンクリート版の目地部

軌道パッド

軌道スラブ中央部 軌道スラブ端部

725mm275mm100mm

20mm
路床

鉛直ひずみの
評価位置

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

85kN

④節点の
載荷波形

100mm節点荷重

車軸位置

車軸位置

④~⑥の合力：節点上だけでなく、節点間も一定荷重がレールに作用する

⑤節点の
載荷波形

⑥節点の
載荷波形

レール
レール上の
載荷用節点

車軸の移動方向

a b c d e f g

d節点の
入力波形

e節点の
入力波形

f節点の
入力波形

車軸位置

車軸位置

レールレール上の
載荷用節点

85kN

節点荷重
100mm

d～fの合力：節点上だけでなく、節点間も一定荷重がレールに作用する。
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260 0.000230 0.000199 0.000347 0.000258 1.179 1.075 1.251 1.168 0.17 0.15 0.35
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icについては，本検討で対象とする構造を踏まえると，橋梁と同じようには部材のスパン長を定義できない

ことから，安全側の設定となるよう，部材のスパン長 Lbを 0m として icが最も大きくなる条件とした． 

 

 𝑖 = (1 + 𝑖𝛼)(1 + 𝑖𝑐) − 1 (1) 

 𝑖𝑐 =
10

65 + 𝐿𝑏

 (2) 

 

三次元静的線形解析における各箇所の鉛直ひずみを 1 とした場合，列車速度 260km/h ではスラブ端部で

1.179 倍，スラブ中央で 1.075 倍，鉄筋コンクリート版目地部で 1.251 倍であった．鉄筋コンクリート版目

地部の間隔が最大で 60m であることを踏まえ，3 箇所の平均倍率の増加分である 0.17（≒1.168-1.00）を速

度効果 iαとし，部材のスパン長 Lbを 0m とした車両動揺 icの 0.15 から式(1)を適用して，列車速度 260km/h

における衝撃係数 iを求めると 0.35 となる．同様の方法で，列車速度 360 km/h における衝撃係数も求める

と 0.38 となる． 

 

3．実物大載荷試験による路床の沈下特性の評価 

 

3.1 実物大模型の寸法の設定 

実物大載荷試験では，試験土槽（幅 3.5m，長さ 7.0m，深さ 2.5m）の寸法の制約上，有限長の鉄筋コンク

リート版に対して定点載荷を行う必要があるため，三次元静的線形解析により，実軌道で生じる路床表面

の鉛直応力と一致するように鉄筋コンクリート版の軌道長手方向の寸法を設定した．鉄筋コンクリート版

の軌道横断方向の寸法は土構造標準に示されている 3.2m とした．なお，軌道スラブおよび CA モルタルに

生じる変形の影響を除外するため，実物大模型（路床）上の鉄筋コンクリート版に対して試験装置で直接

載荷して路床の沈下特性を評価した． 

図 7 に実物大模型の寸法と一致させた解析モデルを示す．図 8 に示す三次元静的線形解析の結果から，

鉄筋コンクリート版の軌道長手方向の寸法を 2.3m とした． 

 

  

図 7 実物大模型の解析モデル 図 8 路床表面の鉛直応力の比較 

 

3.2 実物大模型の構築 

構築した実物大模型の寸法を図 9 に示す．土構造標準 2）に記載されているコンクリート路盤を支持する

路床の締固め管理値に準拠して，実物大模型に用いる路床の締固め度を 95％以上，かつ K30値を 110MN/m3

以上とした．路床材には，笠間砂を用いた．路床の構築後，路床表面において直径 φ300mm の載荷板によ

る平板載荷試験を実施した結果，K30 値は 122.7MN/m3であった．なお，コンクリート路盤を構成する粒度

載荷荷重＝85kN+85kN＝170kN
粒度調整砕石

E=180MPa、ν=0.3

鉄筋コンクリート版
E=35000MPa、ν=0.17

路床
E=67MPaν=0.3

載荷梁
E=21000MPa、ν=0.3

2.55
m

0.15m

0.3m
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調整砕石層については，最適含水比に調整した粒度調整砕石（M-40）を使用し，土構造標準に準拠して締

固め度 95％で締め固めた． 

 

 
（a） 平面 

 

（b） 断面図 

図 9 実物大模型の寸法 

 

3.3 実物大載荷試験の結果 

荷重振幅は，2 章で求めた列車速度 260km/h に対する衝撃係数 i を用いて静止軸重 170kN を 1.35 倍

（1.00+0.35）した 230kN に設定した．これに基づき，載荷荷重は最小荷重 5kN，最大荷重 235kN とした．

路床表面に作用する鉛直応力が台車毎の通過に応じて周期的に生じるため，載荷周波数は列車速度 260km/h

における台車間距離 7.5m に相当する 9.6Hz とした．図 10 に除荷時における路床中央の沈下量と載荷回数

の関係を示す．載荷回数 200 万回時の沈下量は 0.810mm であった． 

 

 

図 10 除荷時における路床中央の沈下量と載荷回数の関係 

 

4．路床の累積沈下量の推定 

 

4.1 累積沈下量の推定方法の概要 

土構造標準の付属資料に示されている文献 3 では，列車の繰返し載荷による盛土の累積沈下量を推定す

る手法として，路床材の繰返し三軸圧縮試験結果から累積沈下特性パラメータを設定し，累積損傷度理論 3）

と二次元有限要素解析をハイブリットさせた方法が提案されている．ここで，累積損傷度理論とは，盛土

材料のせん断剛性を低下させて，繰返し荷重載荷時の盛土の弾塑性変形を評価する方法である． 

本研究でも，累積損傷度理論により，盛土材料の累積沈下特性を算定する．具体的には，累積沈下特性パ

ラメータに基づいて盛土材料の見かけ上のせん断剛性を低下させ，低下後のせん断剛性から算出した弾性

係数を二次元有限要素解析における路床モデルを構成する各要素に対して設定し，繰返し列車荷重による

累積沈下量を評価する． 
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路床の累積沈下量の推定フローを図 11 に，累積損傷度理論で用いる軟化せん断弾性係数 G*とせん断ひ

ずみγの関係を図 12 に示す．まず，図 11 に示した手順 1 では，繰返し三軸圧縮試験から得られたひずみ

と繰返し回数の関係をフィッティングできる近似曲線を作成する．この近似曲線および試験条件より累積

沈下特性パラメータ a2および mを設定する（図 12）． 

 

  

図 11 累積沈下量の推定フロー 図 12 軟化せん断弾性係数とせん断ひずみの関係 

 

次に，手順 2 では，手順 1 で設定した累積沈下特性パラメータの他，繰返し荷重で生じるせん断応力（繰

返しせん断応力）と繰返し回数等を用いて，式(3)より累積ひずみ ε1
p
 を算出する． 

 

𝜀1
𝑝 = (SR𝑑/𝑎1)1/𝑎2𝑁𝑚 (3) 

 

ここに，𝑎1は初期せん断応力比に応じて定まるパラメータ，a2および mは繰返し三軸試験で定まる累積

沈下特性パラメータ，Nは繰返し載荷回数，SR𝑑は繰返し載荷によるせん断応力比である． 

式(3)に示した SRdの算定には，式(4)を用いる．なお，式(4)には，二次元の有限要素解析モデルに対して

列車荷重を作用させる構造解析から求まる最小主応力𝜎3.𝑐と最大主応力𝜎1.𝑐を用いる．また，二次元の有限

要素解析モデルに対する自重沈下解析から求まる最小主応力𝜎3.0と最大主応力𝜎1.0を用いる． 

 

SR𝑑 =
𝜏𝑑

𝜎𝑚

=
(𝜎1.𝑐 − 𝜎3.𝑐) − (𝜎1.𝑜 − 𝜎3.𝑜)

2
/ [𝜎3.0 + （

𝜎1.0 − 𝜎3.0

2
）] (4) 

 

式(3)に示した𝑎1の算定には式(5)を用いる． 

 

𝑎1 = {
0.2          𝑖𝑓 SR𝑑，𝑚𝑎𝑥 < 0.5

SR𝑑，𝑚𝑎𝑥 − 0.5.    𝑖𝑓 SR𝑑，𝑚𝑎𝑥 ≥ 0.5
 (5) 

 

式(5)に示した最大繰返し載荷によるせん断応力比SR𝑑，𝑚𝑎𝑥の算定には，式(6)～式(8)を用いる． 

 

SR𝑑，𝑚𝑎𝑥 = SR𝑠，𝑚𝑎𝑥 [1 + 0.5√1 − (SR𝑠/SR𝑠，𝑚𝑎𝑥)
2

] − SR𝑠  (6) 

SR𝑠，𝑚𝑎𝑥 = 𝜏𝑓.0/𝜎𝑚 = （
sin 𝜙

1 − 𝑠𝑖𝑛𝜙
𝜎3.0 +

𝑐𝑜𝑠𝜙

1 − 𝑠𝑖𝑛𝜙
𝑐）/ [𝜎3.0 + （

𝜎1.0 − 𝜎3.0

2
）] (7) 

 

ここに，SR𝑠は初期せん断応力比，SR𝑠，𝑚𝑎𝑥は最大せん断応力比，𝜏𝑓.0は最小主応力𝜎3.0の時の最大せん断

応力，𝜙は内部摩擦角，c は粘着力である． 

式(6)に示した SRsの算定には，式(9)を用いる． 
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SR𝑠 = 𝜏𝑚𝑎𝑥
𝑠/𝜎𝑚 =

（𝜎1.0 − 𝜎3.0）

2
/ [𝜎3.0 + （

𝜎1.0 − 𝜎3.0

2
）] (8) 

 

ここに，𝜏𝑚𝑎𝑥
𝑠は最大初期せん断応力である． 

次に，式(3)の𝜀1
𝑝を式(9)に代入して累積せん断ひずみ𝛾𝑝を算定し，𝛾𝑝を式(10)に代入して軟化せん断弾性

係数 G*を求める．ここに， 𝜈はポアソン比である． 

 

 

最後に，手順 3 では軟化せん断弾性係数 G*を用いて，線路方向に直交する断面において平面ひずみ条件

とした二次元静的線形解析から，列車走行による繰返し載荷後の路床の残留沈下量を算出する． 

 

4.2 繰返し三軸圧縮試験 

3 章の実物大模型に用いた路床材（笠間砂）の繰返し三軸圧縮試験を実施した．試験条件は圧密排水条件，

載荷周波数を 1Hz とし，載荷回数は載荷初期に急進する沈下とその後の漸増する沈下の累積沈下特性を評

価するために，過去の試験結果 3)を考慮して 20 万回とした．供試体の端面の不整や不陸あるいは端面近傍

のゆるみによるベッディングエラーの影響を受けないように，局所変位計装置（以下，LDT）6）から得られ

た鉛直ひずみを基に，図 13 に示したとおり，フィッティングにより累積沈下パラメータ a2および mを設

定した（表 2）． 

 

図 13 累積沈下特性パラメータの設定方法 

表 2 試験条件および累積沈下特性パラメータ 

 

 

4.3 路床の累積沈下量の推定 

土構造標準の付属資料 2）に示されている累積損傷度理論を用いた累積沈下量の推定では，前述した通り

二次元静的線形解析が実施されている．二次元静的線形解析モデルを用いて，累積沈下量を精度良く推定

するためには，軌道長手方向に対して分散する列車荷重の影響を考慮する必要がある．そこで，二次元静

的線形解析では，三次元静的線形解析で得られる路床表面に生じる鉛直応力と同等となるように，列車荷

重に補正係数を乗じた載荷荷重を設定した．図 14 に示す通り，二次元静的線形解析の載荷荷重は，列車荷

重 230kN に対して補正係数 0.33 を乗じた 76kN とした． 

図 15 に繰返し三軸圧縮試験で得られた累積沈下特性パラメータを用いた解析結果と「3.3 実物大載荷試

繰返し三軸試験の結果

近似曲線
ｙ＝aXb
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2

・ b＝m

繰返し回数

鉛
直

ひ
ず

み

背圧

初期有効
拘束圧

σr(kPa)

初期せん
断応力

τs(kPa)

繰返しせ
ん断応力

τd(kPa)

初期せん断
応力比

SRs

繰返しせん断
応力比

SRd

a1 a2 m

-20 20 6.25 6.25 0.238 0.238 5.045 0.497 0.231

𝛾𝑝 = (1 + 𝜈)𝜀1
𝑝
 (9) 

𝐺∗ = 𝐺
1

1 + (
𝛾𝑚𝑎𝑥

𝑝

𝛾𝑚𝑎𝑥
𝑠 )

 
(10) 
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験の結果」に示した実物大載荷試験における路床の沈下量を示す．図 15 より，載荷回数 200 万回時におけ

る累積沈下量は，試験結果で 0.810mm，解析結果で 0.607mm となった．解析で得られた累積沈下量に対す

る実物大載荷試験の比率は 1.33 倍であった．実物大載荷試験の路床表面の変位は，図 9 中に示した治具を

用いて間接的に測定しており，治具の設置精度や路床部の若干の緩み・不陸等によるベディングエラーの

影響を受けた可能性がある 7）． 

上記の影響を考慮し，実物大載荷試験と解析結果の沈下量の比率を踏まえて，解析で推定した沈下量に

1.3 を乗じた値を用いて試験結果と比較した．その結果，載荷初期から 200 万回までの間において試験結果

とほぼ等しくなった． 

ここで，設計において路床の累積沈下量を過小評価しないよう，本研究では解析結果と試験結果の乖離

を補正するために導入した 1.3 を基準とし，さらに軌道構造の性能照査で用いられる安全係数の考え方を

取り入れて，算定した路床の沈下量よりも大きい沈下量を推定値とすることとした．具体的には，軌道構

造の重要度や限界状態に到達した際の社会的影響を考慮するために設定される軌道構造係数γi（疲労破壊

の照査では 1.1）を用い，1.3 に 1.1 を乗じた値（1.43）よりも大きい 1.5 を算定した路床の沈下量に乗じた

値を推定値とした． 

 

 
 

（a）二次元静的線形解析モデル （b）三次元および二次元静的線形解析モデルの比較 

図 14 二次元静的線形解析モデルの載荷荷重の検討 

  

図 15 実物大載荷試験と解析結果の比較 

 

5．列車速度が盛土の累積沈下量に与える影響 

 

5.1 解析モデルの条件 

本推定手法の手順に従って，図 16 に示す高さ 9m の盛土の二次元解析モデルを用いて，国内で想定され

る最高速度 360km/h および整備新幹線に対応した速度 260km/h における盛土の累積沈下量を比較した． 

表3に解析モデルの物性値を示す．CAモルタルの弾性係数は，現地のCAモルタルの圧縮強度が1.8N/mm2

以上であった 8）ことから，鉄道構造物等設計標準・同解説 軌道構造 9)に示されている CA モルタルの弾性

水平方向および鉛直方向を固定 水平方向を固定

載荷梁 E=210000MPa、ν=0.3

粒度調整砕石
E=180MPa、ν=0.3

鉄筋コンクリート版
E=35000MPa、ν=0.17

路床（K30値＝122.7MN/m3）
〇弾性変形を評価する場合

全要素E=74.7MPa、ν=0.3
〇累積沈下量を推定する場合

要素ごとに累積損傷度理論から求めた軟化
せん断係数を設定

三次元静的線形解析モデル P=230kN

二次元静的線形解析モデル P=230kN×0.33＝75.9kN
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係数を推定する式(11)より，施工性 α1，環境 α2 および温度 α3 の影響を表す係数をそれぞれ 1.0 と設定し，

圧縮強度 f’m が 1.8N/mm2 における値を参考に設定した．鉄筋コンクリート版は鉄道構造物等設計標準・同

解説 コンクリート構造より設定した．路床および下部盛土には，実物大模型試験の路床で使用した笠間

砂の K30値および累積沈下特性パラメータを用いた．なお，下部路盤は，路床と同じ笠間砂の K30値を用い

たが，列車荷重作用時のひずみレベルが路床よりも小さくなるため，ひずみレベルに応じた弾性係数を設

定することで盛土全体の変形を精度良く評価できる 2）．そこで，下部盛土の弾性係数E5は，K30値122.7MN/m3

を用いて式(12)より求めた 2）． 

 

 𝐸𝑚 = 𝛼1𝛼2𝛼3 ∗ 700 ∗ 𝑓′
m

 (11) 

 𝐸5 = 1.218 × K30値 (12) 

 

本解析では，3 章に示した実物大載荷試験の結果を踏まえて，路床の層厚（2550mm）に対して粒度調整

砕石の層厚（150mm）は薄いため，沈下量に与える影響は限定的であると判断した．このため，「路床の沈

下量＝鉄筋コンクリート版の沈下量」として評価した．鉄筋コンクリート版の沈下量は，盛土中央側に位

置する鉄筋コンクリート版天端の隅角部における沈下量を採用した． 

 

 

 

図 16 高さ 9mの盛土の二次元静的線形解析モデル 

表 3 二次元静的線形解析モデルに用いた物性値 

 

 

5.2 荷重条件 

二次元静的線形解析モデルを用いた解析では，軌道長手方向の荷重分散を考慮した載荷荷重の設定が重

要である．そこで，二次元静的線形解析では，三次元静的線形解析（図 17，表 4）で得られる路床表面に生

じる鉛直応力と同等となるように，列車荷重に補正係数を乗じた載荷荷重を設定した． 

まず，軌道長手方向の範囲を決定するため，図 18 に鉄筋コンクリート版直下の路床表面に作用する鉛直

応力の軌道横断方向に対する平均値および列車荷重（1 台車分）に対する軌道パッドが受け持つ反力の割合

を示す．同図より，軌道パッドが受け持つ反力の作用範囲は対称軸位置から 7.5m の延長であった．一方，

載荷荷重の作用時における路床表面の鉛直応力の作用範囲は対称軸位置から 9.3m の延長であり，スラブ軌

道およびコンクリート路盤によって載荷荷重が路床に広く分散されていることが確認された． 

次に，二次元静的線形解析モデルでは，軌道長手方向の単位長さあたりの載荷荷重を設定する必要があ

る．鉛直応力の作用範囲（9.3m）を基準とすると，盛土の沈下量を過小評価する可能性があるため，反力の

作用範囲（7.5m）を採用し，安全側の評価を行うこととした．以上より，二次元静的線形解析モデルの載荷

荷重の影響範囲は，軌道長手方向の延長 15m（1 台車あたり 7.5m）とした． 

さらに，軌道長手方向の荷重分散を考慮すると，二次元静的線形解析モデルにおける軌道長手方向 1m あ

たりの載荷荷重は 2×静止軸重 P0÷7.5＝0.267P0（片レールあたりの載荷荷重は 0.1335P0）となる．この載

荷荷重 0.267P0の妥当性を検証するため，二次元解析モデルと三次元静的線形解析モデル（軌道長手方向の
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延長 7.5m の平均値）における路床表面の鉛直応力を比較した（図 19）．図 19 に示す通り，二次元静的線

形解析において，列車荷重 230kN に補正係数 0.267 を乗じた 61.4kN を載荷荷重として作用させた結果，三

次元静的線形解析モデルにおける鉛直応力分布と概ね一致することを確認した． 

本手法では上下線の載荷を分離および同時に載荷して，それぞれの載荷で生じる沈下量を累積する方法

を提案するまで深度化できていないため，上下線の軌道スラブに対して同時に載荷した．そのため，実際

の営業線よりも厳しい条件で評価していることになる． 

 

 
図 17 高さ 9mの盛土の三次元静的線形解析モデル 

（1/4対称モデル） 

表 4 三次元静的線形解析モデルに用いた物性値 

 

  

図 18 軌道長手方向の載荷荷重の影響範囲 図 19 二次元静的線形解析モデルの荷重の補正係

数の検討 

 

5.3 沈下量の推定条件 

推定条件は，軸重を 170kN，列車速度を 260km/h および 360km/h，列車本数を 10 両編成で 60 本/日（年

間の通過軸数は，87.6 万回）とし，供用中の 100 年間において列車速度は一定とした．盛土の供用年数は，

1 年，10 年，50 年，100 年の 4 種類とした．4 章の検討結果に基づき，累積損傷度理論と二次元有限要素解

析をハイブリットさせた方法で算定した値に 1.5 を乗じることで路床の沈下量を推定した．列車による載

荷回数は 2 章に示した走行時の路床表面の変位波形より 2 軸（1 台車）で 1 回とした． 

 

5.4 沈下量の推定結果 

図 20 に鉄筋コンクリート版上面における，速度 260km/h および 360km/h の列車の繰返し通過で生じる沈

下量の推定結果を示す．供用開始から 100 年後の沈下量は，列車速度 260km/h で 2.85mm，列車速度 360km/h

で 2.99mm となった．列車速度が 360km/h で生じる沈下量は，列車速度が 260km/h の場合よりも沈下量が

5％程度増加した．また，供用 100 年後の沈下量は 3mm 程度であり，土構造標準に示されているスラブ軌

道用のコンクリート路盤の最終沈下量 30mm2）と比較しても十分に小さい値であった．  
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6．まとめ 

 

実物大載荷試験により，累積損傷度理論と静的線形解析をハイブリットさせた推定方法の妥当性を検証

した．本検討で得られた知見を以下にまとめる． 

（1）盛土上のスラブ軌道上を列車が走行した際の速度効果による衝撃係数を考慮するため，三次元有限要

素解析の過渡応答解析より，列車速度に応じた路床のひずみから求める設計衝撃係数 i の設定方法を

提案した． 

（2）累積損傷度理論を用いた沈下量の推定結果と実物大繰返し載荷試験結果を比較した．その結果，LDT

を用いて累積ひずみを測定した繰返し三軸圧縮試験結果から累積変形特性パラメータを決定し，有限

要素解析により算出した沈下量を 1.5 倍することで，実物大繰返し載荷試験の結果を安全側に評価で

きることを確認した． 

（3）高さ 9m の盛土上に敷設されたスラブ軌道に対して， 列車が 1 日に 60 編成（10 両編成）通過する条

件において，100 年分の列車の繰返し通過で生じるコンクリート路盤の累積沈下量を推定した．推定し

た累積沈下量は，列車速度 260km/h で 2.85mm， 360km/h で 2.99mm であった．列車速度が 360km/h で

生じる沈下量は，列車速度が 260km/h の場合よりも沈下量が 5％程度増加した．土構造標準に示されて

いるスラブ軌道用のコンクリート路盤の最終沈下量 30mm と比較しても十分に小さい値であった． 
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曲線中のレールの疲労破壊に関する安全性の照査方法 
 

細田  充＊  弟子丸 将＊ 

 

Verification Method for Safety of Railway Rails Against Fatigue Failure 

Considering Application to Curved Tracks 
 

Mitsuru HOSODA     Tadashi DESHIMARU 

 

This study examines the development of a safety verification method for rail fatigue failure in curved 

tracks. Specifically, we estimate rail stress using an FEM model simulating both rails on railway tracks and 

develop a method for estimating response values. In addition, we measure rail stress generated when a 

vehicle travels on a curve on an operating line and analyze the effect of lateral pressure on rail stress. We 

compare the measured results with the estimated rail stress to verify the validity of the estimation method. 

キーワード：レール，安全性，疲労破壊，性能照査，横圧，曲線 

 

1．はじめに 

 

鉄道構造物等設計標準・同解説 軌道構造（以下，設計標準）1)によるレールの設計において，疲労破壊に

関する安全性の照査（以下，疲労破壊の照査）を実施している．レールの疲労破壊の照査を行う際には，設

計条件に応じた設計作用を定め，作用に対して発生するレール底部曲げ応力（以下，レール応力）から，設

計耐用期間中の疲労破壊の有無を判断する．曲線では，車両重量を主とする鉛直方向の荷重である輪重と

ともに，車両走行時の遠心力等で水平方向（線路横断面方向）の荷重である横圧も併せてレールに作用す

る（図 1）．このうち，横圧の影響によるレール頭側面の摩耗に起因して，レールが疲労破壊に至る前に摩

耗量を指標としてレール交換が実施されることから，これまで曲線中のレールの疲労破壊の照査方法は確

立されていなかった． 

一方，近年低コストの軌道構造の構築を目的に，まくらぎ間隔を拡大し（図 2），レール締結装置（以下，

締結装置）やまくらぎ等の軌道を構成する部材の数量を削減する施策が実施されている 2) 3)が，レールの支

持間隔の拡大に伴いレールの曲げ応力が増大する．特に，前述した通り曲線では横圧の影響でさらにレー

ル応力が大きくなることが想定され，疲労破壊の発生に対する影響を検討する必要があった． 

本研究では，曲線中のレールの疲労破壊の照査方法の構築の一環として，左右両側レールを模擬した FEM

モデルによってレール応力を推定し，応答値の推定方法を確立した．また，車両が曲線を走行した際に発

生するレール応力を営業線で測定し，レール応力に対する横圧の影響を分析するとともに，レール応力の

推定結果と比較し，推定手法の妥当性を検証した． 

 

＊ 軌道技術研究部 レールメンテナンス研究室 

 

図 1 輪重，横圧とレール応力 

   

（a）間隔拡大前        （b）拡大後 

図 2 まくらぎ間隔拡大の概念 
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2．レールの設計作用の検討 

 

2.1 曲線における変動横圧係数の検討 

直線におけるレールの疲労破壊の照査に用いる作用については，軌道が一定レベルの状態に整備されて

いる前提のもと，車両走行速度をパラメータとして算定する輪重変動分の割り増しを考慮している．在来

線の直線および緩曲線の場合，ロングレール区間および中間部における輪重の作用では，車両速度𝑉 (km/h)

による衝撃率𝛾ｖｗとして以下の割り増しを見込んでいる 1)． 

 

  𝛾ｖｗ = 1 + 0.5 × 0.3𝑉/100 (1) 

 

例えば，車両速度が 130 km/h の場合，約 1.2 となる． 

一方，曲線中のレールの疲労破壊の照査方法は確立しておらず，設計作用の設定方法も定まっていなかっ

た．ここで，輪重と同様に標準偏差程度の発生確率の横圧の変動を考慮するとした場合，締結装置の設計

作用が参考となる．締結装置の設計作用である輪重および横圧は，静的輪重と変動輪重係数および変動横

圧係数との積で算定され，変動輪重係数および変動横圧係数はさらに発生確率に応じて A 荷重と B 荷重の

二種類に分類される．このうち，B 荷重の横圧は標準偏差程度の発生確率を考慮し設定され，表 1 のよう

に曲線半径に対して，3 区分に分類される．なお，稀に発生する極大な作用は A 荷重として設定され，そ

の場合の変動横圧係数は，各曲線区分において，B 荷重の 2 倍の値となっている． 

レールの設計作用うち横圧についても締結装置と同様に，曲線区分に応じて変動横圧係数を設定すると，

近接して使用される軌道部材について同じルール・考え方で設計作用を算定できるため合理的である．輪

重・横圧が作用した場合のレールの応答は，レールと直接接触している締結装置の挙動と合わせて検討す

ることも多く，レールの作用に関しても締結装置と同様の方法で設定するのが妥当であると考えられる．

しかし，締結装置の変動横圧係数の設定に関する文献は少なく，レールに対して同じ値を適用するために

は力学的な検証が必要であると考えられた． 

そこで，曲線半径等のパラメータを変化させ，設計標準で用いられている，車両や軌道条件から定まるパ

ラメータを入力条件として輪重および横圧を推定する輪重横圧推定式 4)で横圧を推定し，レールの設計に

用いる適切な変動横圧係数を検討することとした．なお，変動輪重係数については一定レベルの軌道状態

に整備された軌道条件を想定し，レール応力に影響する軌道の変状である一定値以上の浮きまくらぎ（レー

ルとまくらぎ間に隙間が発生する現象）5)や溶接部等で発生するレール頭頂面凹凸 6)を考慮せず，それ以外

の要因で生じる輪重変動を想定し安全側となるよう決定するものとした．  

 

2.2 輪重横圧推定式による変動横圧係数の設定 

ある鉄道事業者に敷設されている全線の曲線（曲線半径，カント，車両速度，曲線長）を曲線半径（以下，

R とする）に応じて R≧800m，800m>R≧600m，600m>R の 3 区分で分類し，各区分に分類された曲線長

の合計を母数とし，各区分において発生する変動横圧係数の発生確率を求めた．具体的な推定方法は以下

の通りである． 

表 1 レール締結装置の変動横圧係数 

曲線区分 R≧800m 800m>R≧600m 600m>R 

変動横圧係数 0.2 0.3 0.4 
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① 曲線毎に曲線半径，カント，車両速度，曲線長を得る． 

② それらの条件を輪重横圧推定式に代入し，以下の式で表される曲線毎の輪重横圧比 FLF を求める．そ

の曲線では，求めた変動横圧係数が一定に発生するものとする．車両条件は特急用車両（軸重 120kN）

とした． 

 

  𝐹𝐿𝐹 = 𝑄𝑜/(𝑊0/2) (2) 

 

 ここで，𝑊𝑜：軸重（kN）， 𝑄𝑜：外軌側横圧（kN）である． 

③ 上記の曲線 3 区分ごとに各曲線を分類し，区分ごとの総延長を母数として，各区分に対して，②で求

めた変動横圧係数と曲線の延長で確率頻度分布を求める． 

曲線毎の線路延長および上記の分析によって推定した各区分の輪重横圧比の平均および標準偏差を表 2

に，輪重横圧比のヒストグラムを図 3 にそれぞれ示す．（平均値+標準偏差）の輪重横圧比を求めた場合，

R≧800 m では 0.257，800m>R≧600m では 0.301，600 m>R では 0.347 となり，それぞれの区分で締結装置

の B 荷重算定のため設定している変動横圧係数である 0.2，0.3，0.4 と概ね等しい値となっている．なお，

R≧800m の区分には本来直線も含むが，曲線の分析のみを行っているので，直線も含めて評価すると，R≧

800 m の区分における変動横圧係数 0.2 よりも低くなることを確認した．これらを踏まえると，締結装置の

B 荷重と同様の変動横圧係数を適用するのが妥当であると判断される． 

 

3．横圧作用時に発生するレール応力 

 

3.1 解析方法 

横圧が作用した場合のレール応力や変位は連続支持の仮定で求めることができるが 7)，FEM の方が精度

表 2 輪重横圧比の平均および標準偏差 

線別 R≧800m 800m>R≧600m 600m>R 

軌道延長 (km) 69 46 300 

曲線数 452 208 1359 

平均値 0.19 0.29 0.34 

標準偏差 0.067 0.011 0.007 

平均値+標準偏差 0.257 0.301 0.347 
 

 

 

 

 

 

（a）R≧800m 

 

（b）800m＞R≧600m 
 

（c）600m＞R 

図 3 曲線半径別の輪重横圧比のヒストグラム 
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良く推定できる．これまでに提案された FEM の解析手法では，板ばねや軌道パッド等で構成される締結装

置の鉛直ばねや水平ばねの非線形性等を考慮した片側レール 1 本の半軌きょうモデル（まくらぎの鉛直・

水平支持は剛結）を構築しており 8)，室内試験との結果の比較から，その妥当性が示されている．ただし，

営業線におけるレール応力の再現を想定した場合，外軌と内軌で異なる横圧が作用すること，また，まく

らぎの支持ばねも剛結ではないことから，それらを考慮したモデルを検討する必要があると考えられる． 

そこで，本研究では，FEM による両レールの軌きょうモデルによって，レール応力を推定することとし

た．解析には NASTRAN の非線形静的解析を用いることとした．解析モデルを図 4 に示す．両レール，ま

くらぎ 15 本で構成し，締結装置はレール下面とまくらぎ上面間に①鉛直・②水平のばね要素（①を締結装

置・鉛直ばね，②を締結装置・水平ばねという），および，図 4(b)に示すように，レール底部上面と拘束点

間に③鉛直のばね要素（③を締結装置・先端ばねという）を設定した．レールはソリッド要素として，レー

ルの鉛直・水平曲げを考慮することを可能とした．まくらぎもソリッド要素として，鉛直・水平方向がばね

要素で支持されている．レール長手方向に対称なモデルを想定し，モデルの片側の端部において，レール

端面の長手方向の移動を拘束し，同様に長手方向の端部の位置のレール頭部に輪重・横圧を作用させた．

曲線半径 600m 以下の急曲線を最高速度（許容カント量の制限内）で走行した場合の外軌・内軌の輪重・

横圧を輪重横圧推定式で計算すると，内軌では外軌の 2/3 程度の横圧となるため，内軌には，外軌の 2/3 の

横圧を付与することを基本の条件とした．表 3 に，設定した各パラメータを示す．締結装置の各パラメー

タについては，対象とする形式の締結装置のばね特性に合わせて線形または非線形で付与する．応力の観

測点としては，輪重・横圧を作用させた断面におけるレール底側部の外側・内側とした（以下，それぞれ

レール応力-外側，レール応力-内側という）．また，まくらぎの鉛直・水平ばねおよび締結装置・先端ばね

のばね要素の部材と反対側の節点は完全拘束とした． 

 

 

（a）解析モデルの全体図 

 

 

 

（b）載荷点付近の拡大 

図 4 FEM解析モデル 

             
     

     
（       ） 

          

 輪重 

横圧 

レール応力  側 

締結装置 先端   
（  点 レール底部上面を接続） 

締結装置  
        
（レール底面  
    上面を接続） レール応力  側 

表 3 解析条件 

項 目 詳 細 

レール種別 JIS 50kgNレール 

まくらぎ種別 6号 PCまくらぎ 

まくらぎ間隔 670, 806, 1041mm 

レール締結装置の鉛直方向ばね 

レール締結装置の種別により 

線形および非線形特性 
レール締結装置の横方向ばね 

レール締結装置の先端ばね 

まくらぎの鉛直方向ばね 50MN/m 

まくらぎの水平方向ばね 5MN/m 
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3.2 営業線における車両通過時のレール応力との比較 

ある営業線の曲線で車両が通過した際のレール応力を測定して，FEM 解析結果と比較し検証することと

した．軌道変位や浮きまくらぎ，頭頂面凹凸が十分に小さい箇所を選定し，車両通過時のレール応力を測

定した．図 5 にひずみゲージの設置位置，表 4 に試験の軌道条件，表 5 に車両条件を示す．本試験では半

径 300m の曲線外軌で，2 種類の車両走行時（速度 57～72km/h）の輪重・横圧およびレール応力を測定し

た．輪重・横圧は 4 つの 2 軸のひずみゲージでブリッジを組んだせん断ひずみ法により測定を行った．レー

ル応力を測定するためのひずみゲージは外軌のまくらぎ間の中心位置の軌間外・内側のレール底部に設置

した．さらに，横圧の影響を打ち消し輪重による鉛直曲げのみの影響を評価するために，軌間外・内側で発

生する応力を平均して整理したものを「レール応力-平均」として整理した．一方で，横圧のみの影響を評

価するために，レール応力-外側からレール応力-平均を引いたものを「レール応力-差分」として整理した． 

車両 A および車両 B のそれぞれ計 10 列車の各輪軸（計 100 軸）が通過した際のピーク値を集計し，輪

重や横圧等の各項目で平均化して評価した．なお，ピーク値の集計については，軌間外側向きを正とした

場合に正方向に凸形状となる最大値を用いた．図 6 に各項目のピーク値の平均を示す．輪重，横圧，レー

ル応力-平均，レール応力-差分の各項目で，車両別，前・後軸に分類した結果を示している．  

図 7 に各輪軸通過時の輪重とレール応力-平均のピーク値の関係を，回帰直線と併せて示す．ここでは，

同一軌道条件において FEM 解析で求めた輪重とレール応力-平均の関係も示している．輪重とレール応力-

平均はほぼ線形関係を示しており，急曲線の横圧作用下においても，横圧の影響を無視し，レール応力-平

均を輪重によって発生する鉛直曲げによるレール応力として表すことができる．また，FEM 解析結果は，

測定結果より得られた輪重とレール応力の関係と同様な傾向を示しており，同じ輪重の場合に最大 10%程

度の違いであることがわかる． 

図 8 に各輪軸通過時の横圧とレール応力-差分の関係について，測定結果と FEM 解析結果を合わせて示

す．横圧とレール応力-差分の関係もほぼ線形関係を示している．レール応力-差分とすることによって，輪

重による鉛直曲げの影響がほぼなくなり，横圧のみが強く影響したものとなっている．また，FEM 解析結

果は，測定結果と良好に一致していることから，この手法によって横圧作用時のレール応力の応答を推定

 

図 5 ひずみゲージ設置位置 

表 4 軌道条件 

項目 詳細 

レール種別 JIS 50kgN 

まくらぎ種別 6 号 PC 

まくらぎ間隔 670mm 

軌道パッドばね 110MN/m 

曲線半径 300m 

カント 80mm 
 

表 5 車両条件 

項目 条件 

走行速度 57～72km/h 

測定輪重 42～79kN 

車両種別 A B 

静的輪重 39.3kN 52.8kN 
 

 

 

   
      

   
      

     

  

 

（a）輪重 

 

（b）横圧 

 

（c）レール応力-平均 

 

（d）レール応力-差分 

図 6 測定結果のピーク値の平均（青：前軸，橙：後軸） 
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できると考えられる．一方で，回帰直線の切片が 0 にならないのは車輪とレールの接触位置がレール中心

から偏心しているため，モーメントが生じていることによるものと考えられる． 

 

3.3 FEM解析によるパラメータスタディ 

現地試験結果との比較により FEM 解析結果の妥当性が得られたことから，本解析手法を用いて外軌の

レール応力に対する内軌側の横圧やまくらぎ水平ばね，まくらぎ間隔の影響に関するパラメータスタディ

を実施した． 

3.1.1    レール応力に対する  側 横圧 影響 

内軌に作用する横圧を変化させた場合の外軌のレール応力を評価するため，外軌の横圧は一定とし，内

軌の横圧のみを変化させた．図 9 に内軌の横圧とレール応力-差分，平均の関係を示す．内軌横圧が変化し

た場合の外軌レール応力への影響に着目する目的で，内・外軌の輪重は 75kN，外軌の横圧は 20kN の一定

とした．内軌の横圧を小さくすると，レール応力-差分は大きくなることがわかる．これは，軌間中心を対

称に軌間外側へ作用する内・外軌の横圧がまくらぎを介して打ち消しあうため，内軌の横圧が小さくなる

と，外軌の横圧の影響がレール応力-差分に対して支配的になるためと考えられる．一方で，レール応力-平

均に影響を及ぼさないことがわかる． 

3.3.2           影響 

図 10 にまくらぎの水平ばねとレール応力-差分の関係を示す．内・外軌の輪重は 75kN，内・外軌の横圧

はそれぞれ 5kN と 10kN である．設計標準 1)によるとバラスト軌道上でまくらぎ 1 本を水平に引いた場合

の道床横ばね係数は数 MN/m～10MN/m と知られており，この範囲におけるレール応力への変化は小さい．

ただし，剛の状態を仮定し，1000MN/m とした値と比較すると，10～20 %程度レール応力が大きくなる．

まくらぎの水平ばねを剛とした軌間中心の対称モデルとした場合は，レール応力の横圧に対する影響を数

10 %過少に見積もる可能性があることから，バラスト軌道のモデル化にあたっては実際のばね値を使用す

ることが望ましい． 

3.3.3     間隔 影響 

まくらぎ間隔を 670，806，1041 mm，輪重を 60，75，90 kN の 3 通り，横圧を 10，15，20 kN の 3 通り

に変化させて，レール応力-平均と差分に及ぼす影響を評価した．図 11 に輪重，横圧，まくらぎ間隔とレー

ル応力の関係を示す．まくらぎ間隔を 670 mm から 1041 mm とした場合，いずれの輪重に対して 1.23～1.25

倍程度，横圧に対して 1.30～1.36 倍程度，応力が増加することがわかる．曲線の場合，輪重に加えて横圧

の影響を考慮するため，まくらぎ間隔を大きくすると，応力の増加量が大きくなることに留意するべきで

ある． 

 

図 7 輪重とレール応力-平均のピーク値の関係 

 

図 8 横圧とレール応力-差分の関係 
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4．曲線におけるレールの疲労破壊の照査方法の提案と試計算 

 

ここまで述べてきた方法により，曲線におけるレールの疲労破壊に関する作用と応答の推定が可能と

なった．この推定手法を実際の設計に適用するためのフローの検討とそれによる試計算結果を示す． 

まず，直線におけるレールの設計のための疲労破壊の照査フローは図 12 の通りである 1)．特に，赤線で

囲んだ「輪重による変動応力の計算」を曲線に対応させるため，ここまで検討した内容を反映させる．な

お，レール締結装置と同様にレールについても，静的輪重に変動横圧係数を乗じたものを，照査に使用す

る横圧を設計横圧と称する．また，式(1)等の設計で考慮する輪重の変動分の係数を変動輪重係数と定義し，

静的輪重に乗じ，照査に使用する輪重を設計輪重と称する．まず作用の設定として， 

① 対象とする各曲線区分に応じて，変動輪重・横圧係数を設定し，静的輪重に対して乗じた値を設計

輪重・横圧とする． 

② 輪重横圧推定式や車両走行シミュレーション等で各種曲線の条件に応じて任意に作用を設定する． 

という 2 つの方法が考えられる．②については，曲線の設計をする場合には，2 章で記載した輪重横圧推定

式等で，曲線や車両の条件等を使って任意に設定すればよい．ここでは，①の方法を検討する． 

 

4.1 設計輪重および設計横圧の検討 

曲線中で生じる輪重（外軌輪重𝑃𝑜）は，曲線の条件に応じて以下の式のように変化する． 

 

 𝑃𝑜 =
𝑊𝑜

2
{(1 +

𝑣2

𝑔𝑅
∙

𝐶

𝐺
) +

𝐻𝐺
∗

𝐺 2⁄
∙ (

𝑣2

𝑔𝑅
−

𝐶

𝐺
)} (3) 

まくらぎ間隔 ● 670mm ● 806mm ● 1041mm 

 

図 9 内軌横圧とレール応力-差分，平均 

 

図 10 まくらぎ水平ばねとレール応力-差分 
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（b）横圧とレール応力-差分 

図 11 輪重，横圧，まくらぎ間隔とレール応力の関係 
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ここで，𝑊0：軸重（kN），𝑣：走行速度（km/h），𝑔：重力加速度（m/s2），𝑅：曲線半径（m），𝐶：カン

ト（mm），𝐺：軌間（mm），𝐻𝐺
∗：レール面から車両重心までの高さ（mm）である． 

2 章の表 2 を求めたように，ある鉄道事業者に敷設されている全線の曲線を R≧800m，800m> R≧600m，

600m>R の 3 種類の曲線区分で分類し，各区分に分類された曲線長の合計を母数とし，各曲線条件を式(3)

に入力することによって，変動横圧係数と同様に，各曲線区分の輪重横圧比（外軌輪重𝑃𝑜/静的輪重𝑊0/2）

の平均および標準偏差を求めた．なお，算定条件は表 2 と同様に特急車両の条件としている． 

表 6 に算定結果を示す．横圧同様，曲線半径が小さいほど大きな係数となっているが，曲線区分で大き

な差はなく，3 区分で平均+標準偏差の値は 1.212～1.267 となっている．直線の場合，速度衝撃率を考慮し

て式(1)を用いていたが，今回計算した特急の最高車両速度 130km/h を入力した場合，1.20 となり R≧800m

の区分の平均+標準偏差と近い値となっている．そこで，安全側の値を参照して以下では曲線半径によらず

1.3 を変動輪重係数として設定することとした． 

次に設計横圧は，図 3 の結果から，R≧800m の区分では締結装置の B 荷重の値よりも大きな値が発生し

ているものの，実際は直線を含むとより値は小さくなるため，それぞれの区分で値を小数点以下 2 桁で切

り上げて表 7 のように設定するものとした． 

 

表 6 変動輪重係数の平均・標準偏差 

曲線区分 R≧800m 800m＞R≧600m 600m＞R 

軌道延長 (km) 69 46 300 

曲線数 452 208 1359 

平均 1.15 1.25 1.26 

標準偏差 0.062 0.007 0.007 

平均+標準偏差 1.212 1.257 1.267 
 

表 7 寿命推定のための変動輪重・横圧係数 

曲線区分 R≧800m 800m＞R≧600m 600m＞R 

変動輪重係数 1.3 

変動横圧係数 0.2 0.3 0.4 
 

 

 

図 12 レールの疲労破壊の照査フロー 
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4.2 疲労寿命の試算 

検討の手順は図 12 のフローに従い，以下のとおりとした． 

① 軌道の構造条件や車両速度，設計輪重・横圧等に対する設計変動曲げ応力𝜎𝑟𝑑を推定し，これを設計応

答値とする． 

② レールの疲労設計曲線（S-N 線図）を用いて，設計耐用年数に対応する設計疲労強度𝑓𝑟𝑑 を推定し，

これを設計限界値とする． 

また，設計条件として，締結装置の各種ばね係数やまくらぎ間隔等を設定する．設定項目の一覧を表 8 に

示す． 

4.2.1 設計輪重 横圧 

設計輪重・横圧は，静的輪重に変動輪重・横圧係数を乗じて算出する．各曲線区分の設計輪重・設計横圧

は表 9 に示す通りである． 

4.2.2 設計変動曲げ応力σrd 

レール応力は，前述の通り，FEM モデルを用いて求める．各曲線区分およびまくらぎ間隔から求められ

る設計変動曲げ応力𝜎𝑟𝑑は表 10 に示す通りである． 

4.2.3 設計疲労強度 frd 

設計疲労強度𝑓𝑟𝑑はレール鋼の S-N 曲線で求められる式(4)を用いて算出する． 

 

 
 frd=

(αr･ log10 𝑁 +k) (1 - 
σmin

 fruk
)

γs

 
(4) 

 

表 8 設計条件 

車両・軌道条件 項 目 数 値 

車両条件 静的輪重 51.6kN 

最大走行速度 130km/h 

年間通過トン数 200，400万トン 

設計耐用年数 50年 

累積通過トン数 1，2億トン 

軌道条件 レール種別 JIS 50kgN レール 

レール締結装置の鉛直ばね 100MN/m 

レール締結装置の横方向ばね 70MN/m 

レール締結装置の先端ばね 1MN/m 

まくらぎ間隔 694，806，1041mm 

まくらぎの鉛直ばね 30MN/m 

まくらぎの水平方向ばね 5MN/m 
 

表 9 レール締結装置の変動横圧係数 

曲線区分 R≧800m 800m>R≧600m 600m>R 

変動横圧係数 0.2 0.3 0.4 
 

表 10 設計変動曲げ応力（単位：MPa） 

まくらぎ間隔 

(mm) 

曲線半径 

R≧800m 800m>R≧600m 600m>R 

694 58.9 67.8 76.3 

806 64.2 74.1 83.8 

1041 75.3 88.0 100.3 
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ここに，𝑁：繰返し数（回）（耐用期間中の総通過軸数），𝛼𝑟：疲労設計曲線の傾き（𝑁≦2.13×106の場合： 

-125，𝑁＞2.13×106 の場合：-63），𝑘：疲労設計曲線の切片（N≦2.13×106 の場合：977，N＞2.13×106 の

場合：585），𝑓𝑟𝑢𝑘：レールの真破断強度（MPa，1500 MPa とする），𝜎𝑚𝑖𝑛：最小応力（MPa，温度応力を

見込む．定尺レールで 30 MPa），𝛾𝑠：材料係数（1.05）である． 

4.2.4 レール 耐用累積通過トン数および設計疲労強度 frd 

年間通過トン数 200 万トンまたは 400 万トン，耐用年数 50 年とすると，レールの耐用累積通過トン数は

それぞれ 1 億トンおよび 2 億トンとなる．このとき，静止輪重𝑃𝑠𝑡を 51.5kN とすると，総通過軸数𝑁はいず

れの耐用累積通過トン数の場合でも 2.13×106回を超えることから，𝛼𝑟および 𝑘の値が定まり，式(4)に各種

パラメータを代入し整理すると，式(5)を得る． 

 

 frd = －58.8 log10 𝑁 (
5×108

Pst

) +546 (5) 

 

4.2.5 性能照査 

以下の式により検討した軌道構造の可否を判定する． 

 

 γi･
IRd

ILd

≦1.0 (6) 

 

ここに，𝐼𝑅𝑑：設計応答値，𝐼𝐿𝑑: 設計限界値，𝛾𝑖: 軌道構造係数である．軌道構造係数は，設計標準において，

軌道構造の重要度，限界状態に達した時の社会的影響，経済性を考慮して設定される安全係数であり，直

線におけるレールの疲労破壊の照査で用いられている 1.1 とする 1)． 

4.2.6 照査結果と考察 

表 11 にレールの耐用累積通過トン数 1 億トンおよび 2 億トンの場合のレールの疲労破壊の照査結果を示

す．曲線半径が小さく，かつ，まくらぎ間隔が大きくなるほど，発生する応力が大きくなり，式(6)に示し

た照査式で算定した結果も大きくなり判定値 1.0 に対する余裕が小さくなる．その結果，累積通過トン数 1

億トンの場合，いずれのまくらぎ間隔，曲線半径の条件でも要求性能を満足した一方で，累積通過トン数 2

億トンの場合，最も厳しい急曲線の 600m>R 以下の条件では性能を満足しなかった． 

なお，発生するレール応力が疲労限度以下であれば，疲労破壊が発生しない結果 9)も得られており，今回

検討した 1 億もしくは 2 億トンの累積通過トン数の実際の営業線での使用されるレールでの妥当性につい

ては，実際の使用状況，すなわち，軌道の管理状況を考慮して検討する必要がある．具体的には，営業線の

急曲線区間において累積通過トン数 2 億トン以上に達してさらに使用されている事例があるが，このよう

表 11 レールの疲労破壊の照査結果 

（a）累積通過トン数 1億トン 

まくらぎ間隔 

(mm) 

曲線半径 

R≧800m 800m>R≧600m 600m>R 

694 0.57 0.66 0.74 

806 0.62 0.72 0.81 

1041 0.73 0.85 0.96 
 

（b）累積通過トン数 2億トン 

まくらぎ間隔 

(mm) 

曲線半径 

R≧800m 800m>R≧600m 600m>R 

694 0.66 0.75 0.84 

806 0.71 0.82 0.93 

1041 0.83 0.98 1.11 
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な箇所について疲労限度の観点から十分余裕をみて管理すれば，疲労破壊の発生を抑えることができる．

また，今回検討したまくらぎ間隔を拡大した条件で，レールが経験した累積通過トン数が 1 億トンに迫り，

さらに継続して使用可能か検討する場合，レール探傷の結果やレール応力に影響を及ぼす，レール頭頂面

凹凸や浮きまくらぎ等の発生状況を鑑みて判断すればよいものと考えられる．  

 

5．まとめ 

 

本研究では，軌道構造の設計方法を構築する一環として，曲線におけるレールの疲労破壊の照査方法を

検討した．その結果は以下の通りである． 

 

(1) 曲線におけるレールの疲労破壊に関する安全性の照査に用いる設計作用を決めるために，車両走行

時の横圧を曲線半径等の各種パラメータを変化させて輪重横圧推定式で推定し，横圧の発生確率を

考慮して曲線半径に応じた横圧の変動横圧係数の設定方法を検討した． 

(2) ある鉄道事業者に敷設されている全線の曲線を R≧800m，800m>R≧600m，600m>R の曲線３区分

で分類し，各区分に分類された曲線長の合計を母数とし，各区分において発生する確率頻度分布の

発生確率を求めた．その結果に平均値+標準偏差の輪重横圧比を求めた場合，R≧800m で 0.25，

800m>R≧600m で 0.30，600m>R で 0.35 となった． 

(3) 応答値である横圧作用時のレール底部の曲げ応力の推定方法を検討した．鉛直・水平方向の曲げお

よび反りねじりの曲げ，締結装置の非線形性，外軌・内軌の横圧等を考慮した FEM による両レール

の軌きょうモデルを構築した．本モデルによる解析結果は，営業線における車両通過時のレール底

部の曲げ応力と 10 %以内の精度で推定できることを確認した．また，本モデルを用いてパラメータ

スタディを実施し，内軌側の横圧やまくらぎ水平ばね，まくらぎ間隔の影響を明らかにした． 

(4) 提案した曲線におけるレールの疲労破壊に関する作用と応答の推定方法を用いて，疲労寿命の試計

算を実施した．軌道条件や車両条件に対する設計応答値と，S-N 線図に基づき求まる設計限界値を

用いて照査式により性能照査を実施した結果，曲線半径が小さく，かつ，まくらぎ間隔が大きくな

るほど，発生する応力が大きくなり照査式の判定値に対する余裕が減少する傾向を確認した． 
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